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非常電源 を設けた 上 で 給竃 回路 を 重 化する な どの 措置 を

行わ なければ ならなか っ た 。 こ の た め、上記分電盤 に 対す

る 主 霓源及び 非常電源か らの 給電並 び に こ れ に 関連する 電

源喪失 警報装 置の 設 置な どの 要件 に つ い て は、非常 電 源 が

要求 され る 船舶の み に 適用 され る よ う関連の 検 査 要領 を改

め た 。

3．改正 の 内容

船橋設 備規則 検査要領

4 章 航海機器

4．1　般

4，／，3 電 源供給

　船橋設備規則 4，1．3 は、船橋へ の 航海機器用分電盤 の 設

置、そ の 分電盤 に 対す る 主 電 源及び非常電源か ら 2 系統で

の 給電、2 系統給電の 自動切 換 な どを規定 して い る 。 非常

電 源 の 設 置が 要 求 され ない 次 に掲 げ る船 舶 につ い て は、こ

の 要 件 が 免 除 され る よ うに改 め た 。

（1）船 級 符 号 に　〔Coasting　Service）、（Smooth 　Water

　　Service）、（Harbour　Service）又 は こ れ に相当す る付記

　　を有す る船 舶

（2）総 トン 数 500 ↑・ン 未満の 船舶

5 章 事故予防シ ス テ ム

5．1 一
般

5．1，5 電 源供 給

　船橋 設備規則 5，1．5は 、事故予防 シ ス テム 用分電盤の 設置

要件の ほ か、前 4．1．3 と同様、その 分電盤 に対す る 主電源及

び 非常電源 か らの 2 系統 で の 給電 な ど を 規定 し て い る。

4．1．3 の （1）及 び （2）に 掲げる 船舶 に つ い て は、こ の 要件

が 免除され る よ うに 改め た 。

6 章 船橋作業支援 シ ス テ ム

6．1 一
般

6．1．4　電｝原供浄合

　船橋設備規則 6．1．4 は、船橋作業支援 シ ス テ ム 用 分 電 盤 の

設置要件の ほ か 、 前 4．1．3 と 同様、そ の 分 電 盤 に対 す る 主 電

源 及 び 非常 電 源 か ら 2系統 で の 給 電 な ど を要 求 す る もの で

あ る。4，1，3 の （1＞及 び （2＞ に掲 げ る 船 舶 に つ い て は 、こ

の 要件 に つ い て も免 除 され る よ うに改 め た。

55．試験機規則及び同検査要領 にお け る改正点の解説

1．は じめ に

　2002 年 2月 20 日付規則第 6号及 び達第 5 号 （円本籍船

舶用）並 び に Rule　No ．10及 び Notice　No ，11 （外 国 籍船舶

用） に よ り、試験機規則及び 同検査要領 の
一
部が 改正 され

た 。 以 ド、改 正 され た規則及 び検査要領に つ い て 解説する 。

2 ．改 正 の 背景

　試験機 関 連 の JISは 規 制 緩 和 推 進 計 画 の
．一

環 と して 、⊥

業技術院標準課国際整合化推進室 が 策定 した 「JISと国 際

規格 との 整合化手引 き」に 従 い 、JISの 国際的整合 を図 る た

め、ISO 規格 に 従い 全 面 改正 が 行 われ た 。 今回の 「試験機

規則」 の 改正 は、一
連の 試験機関連 JIS

　JISB7721「引 張試験 機
一

力の 検証方法」

　JISB7733「圧 縮試 験 機
一

力 の 検 証 方法」

　JISB7722「シ ャ ル ピ ー
振 子 式 衝 撃 試 験 機

一
試験 機 の

　　　　　検証」

　JISB7724「ブ リ ネ ル 硬 さ 試験
一

試 験 機 の 検証 」

　JISB7726 「ロ ッ ク ウ ェ ル の 硬 さ試験
一
試験機 の 検証亅

　JISB7727「シ ョ ア の 硬 さ試験
一
試験機の 検証」

　JIS　B　77251
一
ビ ッ カ

ー
ス 硬 さ試験 一試 験 機の 検証」

　JIS　B　7728「
一

軸試験 に使 用 す る力 計 の 校 正 方 法」

　JISB7740「シ ャ ル ピー
振子 式衝撃試験機一試験 機 の 検証

　　　　　用 基準 試 験 s’［’」
の 改正 に伴 い 、JISとの 整 合 を図 っ た もの で あ る。

3．改正 の 概要

3．1 一
般

（1＞規則 に使用 され る用語 を、改正 JISに倣 い 、

「ひ ょ う量 」

「荷重」

「基準 片」

「荷重検定器 」

「機能検査、要素検査等」

を

を

を

を

を

　　「基準片 を用 い た総合誤差の 検査」

に胃き換えた，，

　 また、規則全般 に わた り表現 の 見直 しを行 っ た。

（2）今回の JISの 改正 に よ り、試験機関連 の 規格 は、従来

の 「製 品 と して の 規格」か ら ISO に 合わせ 「試験機 の 精度

を検証 する ため の 試験 規 格」 に変 わ っ た た め、

　 　 構 造 に つ い て の
一

般 要件

　　使用者の 安全 に つ い て の 要件

　　精度検証 に 関係 の ない 機能確認 につ い て の 検査要件

な どが、規格 よ り削除 さ れ た。し か し なが ら NK 規則 と し

て は、今回 の JIS改正 に お い て 削除 され て い る こ れ ら の 要

件で あ っ て も、構造 につ い て の 要件及 び使用者 の 安全 に 係

「最大容量、容 量」

「力、試験力」

「試験 基 準片 」

「力計」

「直接検証」

　 を 「間接検証」
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わ る要骨、また、試験機 と して の 機能確認の た め 当然必要

と思 わ れ る

　　 引 張／圧 縮 試験機の 破断試験検査、最大試験力 の 検査

　　（最 大荷 重 検査）、

　 　 感 度 検査 、安 全 装置 の 作 動 確 認

　　衝撃試験 機の 衝 撃試験検査

　等、につ い て は従来通 り規定した。

（3）改正 さ れ た JISの 取 入 れ にあ た っ て は、具 体 的要 件 に

つ い て は JISを参照 す る こ と と し、規 則 を簡素 化 し、利 用

者の 便を図 っ た 。（規則 に は そ の 検査項 目の み を規 定 し、検

査方法、許容値等 に つ い て は 検査 要領 で 、こ れ に 対 応す る

JISを示す 構成 と し た。

3．21 章 総則

（1）1．2．4検査 の 実施及び 時期

　一2 に但 し書 きを加 えたが、こ れ は今回 の 規 則 改正 に よ り、

衝 撃試 験 機 に お い て 、初 回検査 と更 新検査 とで試 験 項 目 の

差異 が大 きくな っ た た め、大きな改 造 工 事等を行 っ た場 合

に は、「初 回 検 査 相 当 の 検 査 を要 求 す る こ とが あ る。」 と し

た。また、検査要 領 にお い て 従 来一1．及 び一2．で規 定 して い た

「製造T．taにお ける検査」 は 実質的に は 行わ れ て い ない の で

削 除 し た。

（2）1．3．3 証明書の 有効期間

　従来の 規則 で は、有効期間は 1 ヶ 月の 延長 を認 め て い た

が、改 正 JISに お い て、各試験機 と も 「検証の 間隔 は 12 ヶ

月を越 え ない こ と。」 （力計に あ っ て は 26 ヶ 月）等が新 た に

規定 され た た め 、
こ れ に従 い 延 長 につ い て の 規定 を削除 し

た。な お、こ れ に つ い て は、弾 力 的 な運 用 の た め、こ の 規

定 を残 して は ど うか と の 意 見 もあ っ た が、JISと の 整合 を 優

先 した、t3

．3　2 章　引張試験機及び 圧 縮試験機

（1）2．1．2 試験機の 使 lil範囲

　本規定 は、今回の 改正 JISで は削除 され て い るが、引張

試験機及び圧 縮 試験機 の 基 本 的要件 と考 え られ る の で 従来

通 り規 定 した。

  表示

　従 来 の 規 則 2．1．3で 規 定 して い た 表 示 につ い て の 要件 は 、

改 止 JISで は 削 除 され て い る の で 、1．3．5 で 規定 さ れ い る

般 的な 表示項 口以 外 の具 体的表示事項に つ い て は 削除 した 。

（3）2，2−5．伸 び計

　伸 び 計 に つ い て は JIS　Z　2241 「金属材料引 張試験方法」

に 倣 い 、JIS　B　7741 の 2 等 級 以 ヒとす る よ う検 査 要領 を改

め た 。

（4）　2．4．2−5．言弍瑪灸丿Ja）†貪査

　 旧規 則 で い う荷重検査 で ある が 、貝体 的方法 及 び精度 は

検査 要 領 で JIS　B　7721の 1等級相当の 規定 に よ る よ う定 め

た 。 具 体的方法 及 び 精度 と も従 来の 規則 と変更 は な い が、

相対往復誤差 の 検証は 任意 とな っ た 。 ま た、使用 す る 力計

の 検査 〔校正 ）間隔 を 「1．3．3証明書の 有効期間」に 合 わせ

て 24 ヶ 月 と した。検査 に使用す る力計 は、検査要 領 2．4．2−

2．に ある とお り原 則的に は 「本会又 は 産 業技術 総 合 研 究 所

の 検査」 に 適合する もの 以外 に は 認 め られ ない が将来的に

は JCSSに よる 認定事業者 に よ る 検査 も検討 され る もの と

思 わ れ る。

3．4　3 章　シ ャ ル ピー
振子式衝撃試験機

（1）表示

　 旧 規 則 3．L2 で 規 定 して い た
．
表 示 に つ い て の 要 件 は ヒ記

3．3 （2）と 同様 に 削除 した 。なお 、
ハ ン マ の 表示 に つ い て

は、下 記 （3）（a）に あ る よ う、従 来 どお り、ハ ン マ の 質量

及 び 重 心 位 置 も表 示 す る こ と が 望 ま しい 。

（2）　3．1．3　用 茜吾

　JIS　B 　7722 の 3．で 定義され て い る 用語 の うち、規則 で 使

用 され て い る もの を 記載 した 。

（3）3．4．2−2．直接 検証

　旧規 則 の 「−2，ハ ン マ の 検査 」、 「−3．試験片支持台 の 検査 」、

「−4．ハ ン マ と試験 月 支 持 台 との 関係 の 検査 」、「−5，ハ ン マ の 落

下 装 置 等 の 検 査 」、「−6指 示 装 置 の 検 査 」及 び 「−7．エ ネ ル

ギー
損失 の 検査」 に相 当す る検査 で あ る 。 具体的 内容 は検

査要領 で JISB7722の 各該当規定 に よる よ う定 め て い る。

主な 改 正 点 は

　（a ）初期位置エ ネル ギー
に つ い て は、ハ ン マ の モ

ー
メ ン

　　　 ト測定 をハ ン マ の 質量 及び．重 心位貴 を計測す る方法

　　　か ら回 転軸 に付 け た状 態 で の モ ー
メ ン トの 釣 り合い

　　　 に よ り計測す る ノi法に 改め た 。 （JIS　B 　7722 の 9．1）

　　　 なお、ハ ン マ を新 規 に作 製 した 場 合 は、ハ ン マ の 質

　　　量 及 び 重心位置 を計測 して 表示 し、全質量 か らモ
ー

　 　 　 メ ン トを計 測 す る 従 来 の 方 法 も併 用 す る こ と が 望 ま

　 　 　 しい
。

　（b＞振 予回転軸 の 平行度、遊 び 等 の 許容値 を 若十変更

　　　 （JISB7722の 8）

　（c ）8mm 刃 の 規定 を追 加 （JIS　B　7722 の 9，6）

　（d）受け台及 び載せ台の 平 面 度及 び平 行度の 許 容値を若

　　　 「「変 更 （JISB7722の 10）

　（e ） 受 け台 衝 撃 方 向の 逃 げ 角 を 10
°

± 1
°

か ら 11
°

±

　　　ユ
G

に改正 （JIS　B　7722の 10）

　（f） ハ ン マ の 刃 縁の 位置 の 許容値 を若 干変 更 （JIS　B 　7722

　　　の 8．6）

　（g ）ハ ン マ の 初期エ ネ ル ギー
の 定格値 との 許容差 を若下

　　　変更 （JISB7722の 9．1）

　（h） 打 撃 巾心 か ら回転 軸 中心 ま で の 距 離 11の 許 容 値 を変

　　　更 （JISB7722の 9．5）

等が 挙げ られ る 。

（4）　3．4．2−3．　間 接ヰ貪言正

　旧規則 で い う 「−8．総合誤差 の 検査」 に 相当する 検査で あ

る 。 従来 は 試験機 の 総合誤差 （間接検証 に よ る誤差 〉 を標

準基 準片 の 基 準エ ネ ル ギー （Ar）に 対 す る試 験 平 均 値 との

差 で 規 定 して い た。今 回、表 1 の よ うに 誤差 の 許容値 を変
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表 1

旧規則 改正 規 則

誤差 の 許容値 4J以 下 （40J未満の 試験）± 1，5J又 は ＋ 10 ％，−5 ％ の

い ず れ か 大 きい 値 以 内 Ar の 10％ 以 ド （40」以 上 の 試験）　　　　　　　　　　　　　　　 一广一
一 6J以 下 （40J未満 の 試験）繰 返 し性 （試 験 結 果 の 最 大 値 と 最小 値

の 差） の 許容値

　　　　　　　　　　．．．
Arの 15 ％ 以 下 （40J以 上 の 試験）

更 し、さ らに 繰 返 し性 に関す る評価 を新 た に加 え た。（JIS
B7722 の 14）

（5）3，5 更新 検査

　更 新検査 の 際 に 要 求 され る試験 項 目 は、JIS　B　7722の

12，4 に規 定 す る直 接 検 証 の
一

部 、間接 検証 、及 び 衝 撃試験

検査で ある。なお 、衝撃試験検査 は 上 記 3A   に ある よ

うに改f．　JISで は 削 除 され て い る が、管理、整備状況把握

の た め、従来通 り更新検査 に お い て も要求する こ と と し た。

3、54 章 硬 さ試 験機

（ユ）　4，1　一
舟殳

　今回の JIS改 正 で 「微少硬 さ試験 機」で あ る 「マ イ ク ロ

ビ ッ カ ース 試験 機」 の 規 定 が JISB7725「ビ ッ カ ース 硬 さ試

験 一
試験機 の 検証 」 に含 まれ たた め、「4，5微少 硬 さ試験 機」

を削除 し、「シ ョ ア 硬 さ試験機」の 規 定 を 「4．5」 に 繰 り上

げ た、

（2）4．2　 ブ リネル 硬 さ試験機

　　（a）JISに倣 い 鋼球圧 f’に つ い て の 規定 を削除 した 。

　　 （b）検査要領 4．2．3−1．に 「設置状態及 び構造」の 検沓 と し

　　　　 て、JIS　B　7724 の 3．「一般条件」に 定め る検証 に 先

　　　　立 っ て 確認す る事項 を新 た に加 え た 。 （ロ ッ クウ ェ

　　　　 ル 硬 さ試 験 機 、ビ ッ カ
ー

ス 硬 さ試験 機 も同様）ま

　　　　た 、−2．の 機 枠 及 び 受 け 台の 岡rl性 の 確認 に つ い て は

　　　　改正 JISで は 削除 され て い るが、試験結果 に影響を

　　　　及 ぼ す要件 と考え られ る の で 従来通 り規定 した。

　　〔c ）4．2．3−3　直接検証

　　　　旧規則 で い う 「−3．荷重検査」、「−4．圧子の 検査」及

　　　　び 「−5．くぼ み測定装置の 検 査 」 に 相当す る検査 で

　　　　あ る，，具 体 的 内容 は 検 査 要 領 で JIS　B　7724 の 各該

　　　　当規 走 に よ る よ う定め て い る。主 な改正 点 は

　　　　i）　 試験力の 検証 に お け る 誤差 の 評価を 「各測定

　　　　　　値 の 平均値 と呼 び値 との 差」 に つ い て 行 っ て

　　　　　　い た もの か ら 「個 々 の 測定値 と呼 び値 との 差」

　　　　　　に つ い て 行 うよ うに した 。 ま た、ば らつ きに

　　　　　　つ い て の 規定 は削除 した 。 （JISB7724の 4．1）

　　　　ii） 圧 子 等 の 形 状 の 許 容 値 を 変 更 した 。（JIS　B

　　　　　　7724 の 4．2）

　　　　iii） くぼ み 測定装置 の 測定能力の 規定を変更 した。

　　　　　　（JISB7724の 4，3）

　　　　iv） 試験条件 （試験力 を加える 所要時間、保持時

　　　　　　間）に つ い て の 検査 を新た に 規定 した 。 （JISB

　　　　　　7724 の 4．4）等が 挙げ られ る 。

　 （d）　4．2．3−3　間接．ヰ貪壽正

　　　 旧 規 則 で い う 「−6．総合誤 差の 検査」 に 相当す る 検

　　　 査で ある が 、内容 に つ い て は以 下 の よ うな変更 が

　　　 あ る 。 （JISB7724の 5）

　　　 i）　 測定点数 を各 3 点か ら 5 点 に改 め た 。

　　　 ii） 誤差 を 「個 々 の 測定値 と基 準片 の 硬 さ との 差」

　　　　　 で 評価 して い た もの を 「各測定値 の 平均 と基

　　　　　 準片 の 硬 さ と の 差 」 に 改 め、許容値 も硬 さ レ

　 　 　 　 　 ベ ル に 関 係 な く基 準 片 の 硬 さの ± 3 ％ と して

　　　　　 い た もの を硬 さ レ ベ ル に よ っ て 異 な る許 容値

　 　 　 　 　 と した。

　　　 iiD 繰 返 し性 （測 定値 の 最 大値 と最 小 値 の 差） に

　　　　　 関す る評 価を新た に加えた。

　　　 iv）検査要領 で 、使用す る 基準片 に つ い て は 1本

　　　　　 会 に よ っ て 値付 け さ れ た 基準片」 を 「本会又

　　　　　 は 本会が 認 め る 機関 に よ っ て 値伺けさ れ た 基

　　　　　 準片」 に 改 め た が、こ れ は 現在進め られ て い

　　　　　 る JCSS に よる 認定事．業者 を想 定 して の もの で

　　　　　 ある 。

　　（e ）　4．2．4　更菊「ヰ黄査

　　　　 ブ リネル 及 び ロ ッ ク ウ ェ ル 硬 さ試験機 の 更新検

　　　 査時 に お け る 「圧子 の 検査」 は JISに 倣 い 「2年毎

　　　　に行 うこ と」 と したが、実質的に 実施が困難で あ

　　　　る と思わ れ る た め 、間接検証 の 結果や 管理状態 を

　　　 考慮 し弾力的に 運用 して 行 く必要が あ る 。

（3）4．3 ロ ッ ク ウ ェ ル の 硬 さ試験機

　　（a ）4．3．3−3　直接検証

　　　 旧規 則 で い う 「−3荷 重 検 査 」、「−4圧 子 の 検 査 」 及

　　　 び 「−5．測 定 装 置 の 検査」 に 相 当 す る 検査で あ る 。

　　　 具 体的内容 は 検査要領で JIS　B　7726 の 各該当規定

　　　 に よ る よ う定め て い る。卞 な改 正 点 は

　　　 i）　 試験力の 検証 に お け る 誤差の 評仙 を 「各測定

　　　　　 値 の 平均値 と呼 び値 との 差」 に つ い て 行 っ て

　　　　　 い た もの か ら 「個 々 の 測定値 と呼 び値 との 差 」

　 　 　 　 　 に つ い て 行 う よ うに 改 め、全 試 験 力 の 許 容 差

　 　 　 　 　 を ± 0．7 ％ か ら士 1，0 ％ に改 め た。また、ば ら

　　　　　 つ きに つ い て の 規定 は削 除 した。（JIS　B　7726

　　　　　 の 4．1）

　　　 ii） 圧子等 の 形状 の 許容値 を変更 した 。 （JIS　B

　　　　　 7726 の 4．2）

　　　 iiD 試験 条件 （試験力 を加 え る 所要時間、保持時
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　　　　　 問） につ い て の 検査 を新た に規 定 した 。 （JIS　B

　　　　　 7726の 4．4）等が挙げ られ る。

　　（b）　4，2．3−3　 問」妾布矣言正

　　　 旧規則 で い う　「−6．総 合誤 差の 検査」 に 相 当す る 検

　　　 査 で あ る が、内容 に つ い て は 以下 の よ うな変更が

　　　 ある。（JISB7726 の 5）

　　　 i）　 誤差 を 「個々 の 測定値 と基 準月 の 硬 さ との 差」

　　　　　 か ら 「各測定値 の 平均 と基準片 の 硬さとの 差」

　　　　　 で の 評価 に 改め 、許容値 も改 め た。

　　　 ii） 繰返 し性 （測定値 の 最大値 と 最小値 の 差〉 に

　　　　　 関す る 評価 を新 た に 加えた 。

（4）4，4 　ビ ッ カ
ー

ス 硬 さ試験機

　　（a ）4，4．1　適 用

　　　 上 記 3．5 （1） に 述 べ た とお り適用範囲 を 「マ イ ク

　　　 ロ ビ ッ カース 試．験 機」 を含ん だ もの に 改 め た 。

　　〔b）4．4．3−3　直接 検 証

　　　 旧規則で い う 「（2＞荷重検 査」、「（3）圧 子の 検査 」

　　　 及 び 「（4）計測 顕 微鏡 の 目盛 りの 検査 」 に 椙当す

　　　 る 検 査 で あ る。具 体 的 内 容 は 検査 要 領 で JIS　B

　　　 7725 の 各該当規 定 に よる よう定め て い る 。

　　　 主 な改正 点 は

　　　 i）　 試 験 力 の 検 証 にお け る 誤 差 の 評 価 を 「各測 定

　　　　　 f直の 平 均値 と呼 び値 との 差」 につ い て 行 っ て

　　　　　 い た もの か ら 「個々 の 測定値 と呼び値 との 差」

　　　　　 に つ い て 行 うよ うに し た 。 ま た、ば らつ き に

　　　　　 つ い て の 規定 は削除 した 。 〔JISB7725の 4．1）

　　　 ii） 測定装置の 測定長 さの 許容値 を変更 した 。 （JIS

　　　　　 B7725 の 4．3）

　　　 iii）試験条件 （試験力 を加 え る 所要時間、保持時

　　　　　 間）に つ い て の 検査 を新た に 規定 した 。 （JISB

　　　　　 7725 の 4，4）

　　　 等 が挙 げ られ る。

　　（c）4．2．3−3　間接検 証

　　　 旧規則の 「（5）総合誤差の 検査」 に 相
’li

する 検査

　　　 で ある が 、内容 と して は 以 下 の よ うな変更が あ る 。

　　　 CJIS　B 　7725 の 5）

　　　 i）　測定点数を 各 3 点か ら原則 5点 に 改 めた，，

　　　 ii） 誤差 及 び繰返 し性 の 許容値 を変更 した 。

　　　 iii）誤差 を 「個 々 の 測定値 と基 準片の 硬 さ との 差 」

　　　　　 か ら 「各測定値の 平均 と基 準片 の 硬 さ との 差」

　 　 　 　 　 で の 評 価 に改 め 、許 容 値 も改 め た。

  4．5　 シ ョ ア 硬 さ試験機

　　（a ）4．5，3−1　設置及 び機能検査

　　　　設 置 状 態 及 び機能 の 検査 と して JIS　B　7727 の 3．一

　　　　般 事項 に規定す る検査 を定め た 。

　　（b）4．5．3−1　間接検 証

　　　　旧規 則 の 「（2）総 合 誤 差 の 検 査 」 に 相 当 す る検 査

　　　　で ある が 、試験方法、許 容値 と もに 変 更 は な い 。

　　　　（JISB7727の 4．）

3．65 章 力計

（1）5．3，2−1．過負荷試験

　JIS改正 に よ り任意試験 とな っ た が、「JIS　B　7728の 付属

．
書 2」 に お い て も、「出荷 Ailに 製造者 に よ っ て 少 な くと も

一

度」行うよ うに 規定 して い る た め、初回検査で の み 要求す

る こ と と し、「製造者 の 彳∫う試験 に 代 え る こ とが で きる 。」

との 規定 を検査 要領に 設け た 。

（2）5．3．2−2　力 計の 校正

　 「日規則で い う荷重 検査 で あ る 。 具体的方法及び 精度 は検

査 要領で JIS　B　7728 の 1等級相当に よ る よ う規定 した 。 主

な改 正 点 は以 下 の とお りで あ る。

　　（a ）校正 の 際 、 力計 を回 転 させ る な ど校正 方法 を
一
部

　　　　改正 した。

　　（b）相 対 往復 誤．差 の 検証 は 任 意 と な っ た 。

　　（c ）校正 方法 の 改正 にともない 許容値を
一

部変更した。

3．7　6 章　 シ ャ ル ピー
振子式衝撃試験機 の 検証用基準試

　　 験片

（1）6．2　材料

　基 準試験片の 材料 は、こ れ まで 、ニ ッ ケ ル ク ロ ム モ リブ

デ ン 鋼 又 は相当材で な け れ ばな らなか っ たが、JISに倣 い 鋼

製で あれ ば よい こ と と した 。

  6，3　形 状 及び寸 法

　基準 試験片の 形状 に 変更は な い が、寸法の 許容差 に若干

の 変 更 が あ っ た。

（3＞6．4．2　基準 エ ネル ギ ー
の 決定

　具体的内容は検査要領 で JIS　B　7740 の 各該当規定に よる

よ う定め て い る 。 基準 エ ネル ギーを 決定 す る 手順 に 大 きな

変更は ない が、抜 き取 り本数 （25本 を 1組 と して 、1組以

上 の 組 の 試験片か ら得 られ る平均値 とする 。）及び 試験温度

（特 に 指定が ない が、特 に 指定が ない 場 合 は、旧 JISとの 継

続 1生を考慮 して 0℃ とす る．） に若干の 変 更 が あ る。

　また、基準エ ネル ギ
ー

の 範囲を4 つ の 区分 に分け、検査

証 明 書 に 明 記 す る こ と と した 。
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